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議案第 １ 号 

藤井寺市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

○藤井寺市消防団員等公務災害補償条例（平成２１年藤井寺市条例第１８号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（権利の保護等） （権利の保護等） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 損害補償を受ける権利は、譲渡し、担保に供し、又は差し押さえることはできな

い。 

２ 損害補償を受ける権利は、譲渡し、担保に供し、又は差し押さえることはできな

い。ただし、傷病補償年金又は年金である障害補償若しくは遺族補償を受ける権利

を株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫に担保に供する場合は、こ

の限りでない。 
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議案第 ２ 号 

藤井寺市個人情報保護条例の一部改正について 

○藤井寺市個人情報保護条例（平成１１年藤井寺市条例第２号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６） 事業者 法人（国、独立行政法人等（個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）第２条第９項に規定する独立行政法人等をいう。）及び地

方公共団体を除く。）その他の団体及び個人の事業者をいう。 

（６） 事業者 法人（国、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報

の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条に掲げる独立行政法人等

をいう。）及び地方公共団体を除く。）その他の団体及び個人の事業者をいう。 

（７）～（１０） （略） （７）～（１０） （略） 
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議案第 ３ 号 

藤井寺市手数料条例の一部改正について 

○藤井寺市手数料条例（昭和３５年藤井寺市条例第１号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

（略） 

（８） 都市計画法施行規則（昭和４４年建設省

令第４９号）第６０条第１項に規定する書面の

交付において、第２９条第１項の許可を受ける

必要がないことを証する書面の交付 

１件 ４，８００円

（略） 

（８） 都市計画法施行規則（昭和４４年建設省

令第４９号）第６０条に規定する書面の交付に

おいて、第２９条第１項の許可を受ける必要が

ないことを証する書面の交付 

１件 ４，８００円
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議案第 ４ 号 

藤井寺市特別会計条例の一部改正等について 

○藤井寺市特別会計条例（昭和３９年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

（第１条関係） 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定によ

り、公共用地先行取得事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、公共用

地先行取得事業特別会計を設置する。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定によ

り、次の各号に掲げる特別会計を当該各号に定める目的のため設置する。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （１） 駐車場特別会計 駐車場事業 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （２） 公共用地先行取得事業特別会計 公共用地先行取得事業 

２ （略） ２ （略） 

（弾力条項の適用） （弾力条項の適用） 

第２条 前条第１項及び同条第２項第１号から第３号までに掲げる特別会計にお

いては、地方自治法第２１８条第４項の規定により弾力条項を適用することが

できる。 

第２条 前条第１項各号及び同条第２項第１号から第３号までに掲げる特別会計

においては、地方自治法第２１８条第４項の規定により弾力条項を適用するこ

とができる。 
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議案第 ５ 号 

非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

○非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

別表（第２条、第４条関係） 別表（第２条、第４条関係） 

区分 報酬額 

（略） 

市立学校いじめ問題専門委員会調査員 日額 ９，５００円

時間額（調査の実施、当該調査に

より収集した情報の検証又は調査

の結果に係る報告書の作成に関す

る業務に従事する場合） 

 ９，５００円

学校運営協議会委員 日額 ３，０００円

青少年指導員 年額 ３０，０００円

（略） 

選挙長及び開票管理者 １回につき １３，０００円

選挙立会人及び開票立会人 １回につき １２，０００円

（略） 

区分 報酬額 

（略） 

市立学校いじめ問題専門委員会調査員 日額 ９，５００円

時間額（調査の実施、当該調査に

より収集した情報の検証又は調査

の結果に係る報告書の作成に関す

る業務に従事する場合） 

 ９，５００円

青少年指導員 年額 ３０，０００円

（略） 

選挙長及び開票管理者 日額 １３，０００円

選挙立会人及び開票立会人 １選挙につき １２，０００円

（略） 
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議案第 ６ 号 

職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

○職員の育児休業等に関する条例（平成４年藤井寺市条例第４号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 （４） 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（ア） 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き

続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をい

う。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達

日」という。）（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳

に達する日）までに、その任期（任期が更新される場合にあっては、

更新後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権者を同じくする

職（以下「特定職」という。）に採用されないことが明らかでない非

常勤職員 

（イ） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をい

う。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達

日」という。）（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳

に達する日）までに、その任期（任期が更新される場合にあっては、

更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き続き採用されないこ

とが明らかでない非常勤職員 

（イ） （略） （ウ） （略） 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第８条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、勤務日の日数及

び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常勤

職員（地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員（以下「再任用短時間勤務職員等」という。）を除く。）とする。 

第８条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次の各号のいず

れにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第２８条の５

第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務

職員等」という。）を除く。）とする。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （１） 特定職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （２） 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める
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改正後 改正前 

＿＿＿＿＿ 非常勤職員 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第１２条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶

者が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たとき

は、当該職員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせると

ともに、育児休業の承認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面

談その他の措置を講じなければならない。 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当

該職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（勤務環境の整備に関する措置） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第１３条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにする

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（１） 職員に対する育児休業に係る研修の実施 ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（２） 育児休業に関する相談体制の整備 ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（３） その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（委任） （委任） 

第１４条 （略） 第１２条 （略） 
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議案第 ７ 号 

藤井寺市立市民総合会館条例の一部改正について 

○藤井寺市立市民総合会館条例（平成１４年藤井寺市条例第１２号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（使用料） （使用料） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 許可を受けて会館を目的外に使用するときは、藤井寺市公有財産管理規

則（昭和５０年藤井寺市規則第１０号）で定める使用料を市長に納付しな

ければならない。 

４ 許可を受けて会館を目的外に使用するときは、別表第３又は藤井寺市公

有財産管理規則（昭和５０年藤井寺市規則第１０号）で定める使用料を市

長に納付しなければならない。 

別表第１（第１２条関係） 別表第１（第１２条関係） 

使用時間区

分
午前 午後 夜間 全日 

種別 
午 前 ９ 時 か

ら正午まで 

午 後 １ 時 か

ら 午 後 ５ 時

まで 

午 後 ６ 時 か

ら 午 後 １ ０

時まで 

午 前 ９ 時 か

ら 午 後 １ ０

時まで 

（略） 

多目的室 ２，６６０ ３，６１０ ４，３７０ ８，６７０

フリールー

ム 

２，１２０ ２，８５０ ３，８００ ７，９００

和室Ａ １，７００ ２，２８０ ３，０４０ ６，３２０

（略） 

使用時間区

分
午前 午後 夜間 全日 

種別 
午 前 ９ 時 か

ら正午まで 

午 後 １ 時 か

ら 午 後 ５ 時

まで 

午 後 ６ 時 か

ら 午 後 １ ０

時まで 

午 前 ９ 時 か

ら 午 後 １ ０

時まで 

（略） 

多目的室 ２，６６０ ３，６１０ ４，３７０ ８，６７０

和室Ａ １，７００ ２，２８０ ３，０４０ ６，３２０

（略） 
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改正後 改正前 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 別表第３（第１２条関係） 

＿＿＿＿＿＿ 目的外使用料 

種別 使用料 

本館喫茶室 月額 ５０，０００円 
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議案第 ８ 号 

藤井寺市国民健康保険条例の一部改正について 

○藤井寺市国民健康保険条例（昭和３６年藤井寺市条例第８号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第１９条の３ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の

３月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合

における当該被保険者に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第１３条又は第１３条の５の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額

から、当該保険料額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第１３条

第２項の規定により端数の切り上げを行った後の額とする。）を控除して

得た額とする（第４項に掲げる場合を除く。）。 

２ 第１３条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。

この場合において、第１３条第３項の規定中「保険料率」とあるのは

「額」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。

この場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援

金等賦課額」と、「第１３条又は第１３条の５」とあるのは「第１３条の

６の５又は第１３条の６の８」と、「第１３条第２項」とあるのは「第１

３条の６の５第２項」と、第２項中「第１３条第３項」とあるのは「第１

３条の６の５第３項」と読み替えるものとする。 

４ 当該年度において、第１９条に規定する基準に従い保険料を減額するも

のとした納付義務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に

係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額か

ら第２号に掲げる額を控除して得た額とする。 

（１） 第１３条又は第１３条の５の基礎賦課額の被保険者均等割の保険

料額から、当該保険料額に第１９条第１項各号に規定する場合に応じて

それぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額（第１３条第２項の規

定により端数の切り上げを行った後の額とする。）を控除して得た額 

（未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第１９条の３ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の

３月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合

における当該被保険者に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第１３条又は第１３条の５の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額

に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額とする（第４項に掲げる場合を

除く。）。 

２ 第１３条第２項及び第３項の規定は、前項に規定する額の決定について

準用する。この場合において、第１３条第２項及び第３項の規定中「保険

料率」とあるのは「額」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。

この場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援

金等賦課額」と、「第１３条又は第１３条の５」とあるのは「第１３条の

６の５又は第１３条の６の８」と、第２項中「第１３条」とあるのは「第

１３条の６の５」と読み替えるものとする。 

４ 当該年度において、第１９条に規定する基準に従い保険料を減額するも

のとした納付義務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に

係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１３条又は第１３

条の５の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額から、当該保険料額に第

１９条第１項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割

合を乗じて得た額（同条第２項において準用する第１３条第２項の規定に

より端数の切り上げを行った後の額とする。）を控除して得た額に、それ

ぞれ、１０分の５を乗じて得た額とする。 
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改正後 改正前 

（２） 第１号に掲げる額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第

１３条第２項の規定により端数の切り上げを行った後の額とする。） 

５ 第１３条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。

この場合において、第１３条第３項の規定中「保険料率」とあるのは

「額」と読み替えるものとする。 

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。

この場合において、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援

金 等賦課額」と、「第１３条又は第１３条の５」とあるのは「第１３条

の６の５又は第１３条の６の８」と、「第１３条第２項」とあるのは「第

１３条の６の５第２項」と、第５項中「第１３条第３項」とあるのは「第

１３条の６の５第３項」と読み替えるものとする。 

５ 第１３条第２項及び第３項の規定は、前項に規定する額の決定について

準用する。この場合において、第１３条第２項及び第３項の規定中「保険

料率」とあるのは「額」と読み替えるものとする。 

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。

この場合において、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援

金等賦課額」と、「第１３条又は第１３条の５」とあるのは「第１３条の

６の５又は第１３条の６の８」と、「同条第２項」とあるのは「同条第３

項」と、「第１３条第２項」とあるのは「第１３条の６の５第２項」と、

第５項中「第１３条」とあるのは「第１３条の６の５」と読み替えるもの

とする。 
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議案第 ９ 号 

藤井寺市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正について 

○藤井寺市子どもの医療費の助成に関する条例（平成１６年藤井寺市条例第１４号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（対象者） （対象者） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 前項の規定による対象者のうち、次の各号のいずれかに該当する者は、

この条例による医療費（第３号及び第４号に該当する者にあっては、入院

時食事療養費（病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の

看護と併せて行うものに限る。次条第１項において同じ。）を除く。）の

助成を受けることができない。 

２ 前項の規定による対象者のうち、次の各号のいずれかに該当する者は、

この条例による医療費（第３号及び第４号に該当する者にあっては、入院

時食事療養費（病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の

看護と併せて行うものに限る。次条第１項において同じ。）を除く。）の

助成を受けることができない。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例（昭和５５

年藤井寺市条例第２３号）の規定により医療証の交付を受けている者 

（４） 藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例（昭和５５

年藤井寺市条例第２３号）により医療証の交付を受けている者 

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第４条 市は、対象者の疾病又は負傷について、国民健康保険法（昭和３３

年法律第１９２号）又は規則で定める医療保険に関する法律（以下「医療

保険各法」という。）の規定による療養の給付、入院時食事療養費、保険

外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、家族療養費又は家

族訪問看護療養費について保険給付が行われた場合（生活療養に係る給付

を除く。）における療養に要する費用の額のうち、対象者、国民健康保険

法による世帯主若しくは組合員（世帯主又は組合員であった者を含む。）

又は医療保険各法による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同

じ。）、組合員若しくは加入者（被保険者、組合員又は加入者であった者

を含む。）が負担すべき額から規則で定める一部自己負担額を控除した額

を助成する。 

第４条 市は、対象者の疾病又は負傷について、国民健康保険法（昭和３３

年法律第１９２号）又は規則で定める医療保険に関する法律（以下「医療

保険各法」という。）の規定による療養の給付、入院時食事療養費、保険

外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、家族療養費又は家

族訪問看護療養費について保険給付が行われた場合（生活療養に係る給付

を除く。）における療養に要する費用の額のうち、対象者、国民健康保険

法による世帯主若しくは組合員（世帯主若しくは組合員であった者を含

む。）又は医療保険各法による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下

同じ。）、組合員若しくは加入者（被保険者、組合員若しくは加入者であ

った者を含む。）が負担すべき額から規則で定める一部自己負担額を控除

した額を助成する。 

２ （略） ２ （略） 
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改正後 改正前 

（申請） （申請） 

第６条 この条例の適用を受けようとする対象者の保護者又は成年に達した

対象者（以下「対象者の保護者等」という。）は、規則で定めるところに

より市長に申請しなければならない。 

第６条 この条例の適用を受けようとする対象者の保護者（婚姻により成年

に達したものとみなされる対象者にあっては、当該対象者。以下同じ。）

は、規則で定めるところにより市長に申請しなければならない。 

２ 第９条第１項ただし書による医療費の助成を受けようとする対象者の保

護者等は、規則で定めるところにより市長に月単位で申請しなければなら

ない。 

２ 第９条第１項ただし書による医療費の助成を受けようとする対象者の保

護者は、規則で定めるところにより市長に月単位で申請しなければならな

い。 

（助成の決定等） （助成の決定等） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長は、前２項の規定により医療費の助成を行わないことを決定したと

きは、速やかに当該対象者の保護者等にその旨を通知するものとする。 

３ 市長は、前２項の規定により医療費の助成を行わないことを決定したと

きは、速やかに対象者の保護者にその旨を通知するものとする。 

（助成の方法） （助成の方法） 

第９条 子どもの医療費の助成は、助成する額を市長が当該医療機関に支払

うことにより行う。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、助

成する額を受給者の保護者又は成年に達した受給者（以下「受給者の保護

者等」という。）に支払うことにより医療費の助成を行うことができる。 

第９条 子どもの医療費の助成は、助成する額を市長が当該医療機関に支払

うことにより行う。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、助

成する額を受給者の保護者（婚姻により成年に達したものとみなされる受

給者にあっては、当該受給者。以下同じ。）に支払うことにより医療費の

助成を行うことができる。 

（第三者の行為による被害の届出） （第三者の行為による被害の届出） 

第１０条 医療に関する給付の事由が第三者の行為によって生じたもので当

該給付に対して、医療費の助成を受け、又は受けようとする受給者の保護

者等は、その事実、当該第三者の氏名及び住所又は居所（氏名又は住所若

しくは居所が明らかでないときは、その旨）並びに被害の状況を、直ちに

市長に届け出なければならない。 

第１０条 医療に関する給付の事由が第三者の行為によって生じたもので当

該給付に対して、医療費の助成を受け、又は受けようとする受給者の保護

者は、その事実、当該第三者の氏名及び住所又は居所（氏名又は住所若し

くは居所が明らかでないときは、その旨）並びに被害の状況を、直ちに市

長に届け出なければならない。 

（届出義務） （届出義務） 

第１４条 受給者の保護者等は、住所、氏名その他規則で定める事項に変更

があったときは、規則で定めるところにより、市長に届け出なければなら

ない。 

第１４条 受給者の保護者は、住所、氏名その他規則で定める事項に変更が

あったときは、規則で定めるところにより、市長に届け出なければならな

い。 
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改正後 改正前 

２ （略） ２ （略） 

（事実の調査） （事実の調査） 

第１５条 市長は、資格の審査のため必要があるときは、この条例の適用を

受けようとする対象者の保護者等に対し、出頭を求め、質問をし、又は文

書の提示若しくは必要な事項の報告を求めることができる。 

第１５条 市長は、資格の審査のため必要があるときは、この条例の適用を

受けようとする対象者の保護者に対し、出頭を求め、質問をし、又は文書

の提示若しくは必要な事項の報告を求めることができる。 

（報告等） （報告等） 

第１６条 市長は、助成にあたり必要があると認めるときは、受給者の保護

者等に対し、必要な事項の報告、文書その他の物件の提出若しくは提示を

命じ、又はこれらの事項に関し受給者の保護者等その他の関係者に質問

し、若しくは診断書の提出を求めることができる。 

第１６条 市長は、助成にあたり必要があると認めるときは、受給者の保護

者に対し、必要な事項の報告、文書その他の物件の提出若しくは提示を命

じ、又はこれらの事項に関し受給者の保護者その他の関係者に質問し、若

しくは診断書の提出を求めることができる。 

（助成の制限） （助成の制限） 

第１７条 市長は、受給者の保護者等が、正当な理由なしに、前条の規定に

よる命令に従わず、又は答弁若しくは診断書の提出を拒んだときは、助成

の全部又は一部を行わないことができる。 

第１７条 市長は、受給者の保護者が、正当な理由なしに、前条の規定によ

る命令に従わず、又は答弁若しくは診断書の提出を拒んだときは、助成の

全部又は一部を行わないことができる。 




